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ワシ ン トン州にお け る少 年司法改革
パ レンス ・バ トリエ とデ ユー ・プ ロセス
21世 紀 の少年 司法
ま とbe)"一－ーfi本にお ける少 年法改 正の動 き
ア メ リカ にお け る少 年 司 法 改 革 が 、1966年の ケ ン ト判 決(Kentv.UnitedState、383U.S541)、19
67年の ゴ 齢ー 判 決(lnreGault、387U.S.1)お よ び1970年の ウイ ン シ ップ 判 決(lnreWinship、397
U.S.358)等を契機 に 「法 の正 当手続 き」(dueprocess)へ変換 を余儀 な く され てい る こと、そ の意義
付 け にっい ては、これ まで に も論 じて きた(1)。 本稿 において は、その後 のア刈力におけ る少年 司法改革
の動 きを中心に検討 を加 え、 日本 にお ける少 年 司法 改革の行方 を論 ず るこ ととす る。
(1)菊 田幸一 ・少 年法 の動態(成 文堂 ・1971年刊)。 同書では、 ・一連 のアメ リカ にお け る判 例 と日
本 の動 きにつ いて、少 年法 の理 念 との関係 につ いて論 じた。ま た菊 田幸一 「ニ ュー ヨー ク州 におけ
る少年 司法改 革 と課 題j(法 律論叢 第65巻4/5号 合 併号、1993年)および菊 田幸 一ー一・IIj田道郎r青
少年犯罪 者の 司法処理j(明 治大学社 会科 学研 究所 紀要第34号第1号 、1995年10月)等参照。
1ア メリカにおける少年裁判の動き
少年裁判の基本理念であるパ レンス ・バ トリエほ、裁判所が少年の最大の利益(bestinterestプ1こど
こまで齢 するかにある.難 的には少年の家庭 ・両親 の馴 にどこま掴 与できるかにある。従来の少
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年処遇モデルでは、少年の保護 ・教育にふさわ しくない家庭環境に、少年の福祉を目的とし、裁判所がそ
の環境条件排除に関与す ることがパ レンス ・バ トリエである と考え られてきた。少年裁判所手続 きが非行
の予防および非行少年の更生に関与す るの'も、パレンス ・バ トリ エの非刑罰 を本質 とずる根拠か らにほか
ならない。ところがこのパレンス ・バ トリヱの理念は、少年法の基本理念であるとともに、逆に少年法の
最大の弱点でもあった。具体的には少年であるが故に、成人の刑務所 よりも苛酷な事実上の刑罰を受ける
ことに合理的根拠を与えるものであった。1966年のケン ト判決は、まさに、この点を 「少年には、成人に
対す る権利保護 もなければぐさりとて更生 ・保護の保証 もない」とす る指摘となった。しか し、これら一
連の判決によって、少年裁判所の基本理念が揺 らぐものではないことも事実である。つま り少年裁判所手
続は、少年の法的権利と保護思想その ものを対立的に考えるものではない。また少年の 「最大の利益」と
しての処分は、単に少年 白身やその両親の利益ではなく、 「裁判所が判断す る少年の最大の利益]に より
導かれるものであることである。'』'・
刑事手続 きにおけるデ ュー ・プロセスは、犯罪の疑いをもたれた各人が公平な裁判を受けることを保
証するものとしての基本原則である(1)。 しか し弁護人選任権 とい うもっとも基本的な権利す らも、刑
1
事 手続 きにおい て完 全に保証 され てい るわけで はない(2)。
この問題 に対 しては、70年にお よぶデ ュー ・プ ロセ ス ・モ デル を検 討 しな けれ ばな らない はずで あるが、
ケン トお よびゴール ト判決 は、これに 対す る精査 な検討 をす るこ とな く少年 事件 に取 り入れ た とい う事実
を想起しなければな らない。むろん・これ ら二つの判決のみにその後の少年 司法改革への影響 を結びつけ
ることは危険である(3)。 ともあれ…連の少年裁判へのデ ュー ・プロセス回帰論が、少年司法に歴史的
変動を与えた。
その一つが 「'ジャステ ィス ・モデル 」(just三cemodeDであ る。そ の主唱者であ るフォー ゲル
(DavidFogeD(4)は、従来の犯罪者への処遇 と更生は幻想であった と主張する。っま り刑罰は法
を違反 した者が負わねばな らない当然の社会的責任である。その前提には、犯罪行為は本人の 自由な意思
にもとず くものであ り、犯罪 に対する刑罰は定期刑であるべきだ とする、新古典主義の犯罪観が基本にな
っている。このよ うにジャスティス ・モデル とデュー ・プロセス ・モデルは両立す るものではな く、正義
と犯罪者の更生は、その犯罪者の扱いにおいて異なった手段をとるべきものとしている。
ジャスティス ・モデルの支持者は、少年裁判所の処遇モデルは、ほん らい達成困難なものであると考え
ている。正義の実現のためには、不定期刑やパ ロールは排除 され なければな らない。事実上、ジャスティ
ス ・モデルにおいては、刑罰が犯罪に適切である限 りは、その拘禁期間は長期にわたる必要はない。結果
として成人および少年を問わず、すべての犯罪者に"きび しくす る"標語のもとで犯罪者の扱いにジャス
ティス ・モデルを多くの州が採用す るに至った。
しか しながら、ジャスティス ・モデルにも幾多の問題がある。その最初の問題 は、すべての少年が、合
理的かつ 自らの自由な意思で行動するとい う仮説に対.しての疑問である。第二に、犯罪者の拘禁の必要性
や拘禁期間に対する不一致に対してである。通常は、定期刑は拘禁期間が短 い。 しか し多くの州では・定
期刑で も拘禁期間の平均は長く、矯正局の監督下での犯罪者の数が増加 している。さらにジャスティス'
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モデル は、量刑 に公 平 と統そ性 を要求 しているに も拘 わ らず、ある裁判所 の判 事は 、 「もっとも不 平等 な
処遇が 、不平等な状態 の処遇 に一致 してい る」 と忠告 してい る(5)。i,
この よ うなジ ャスティ ス ・モデルの問題 点は、これ までの歴 史のなかで十二分 に論議 されて きた。それ
で も、なお 、こん にちにおい てこのモ デルが再胎動 して きた のは、いかな る背景 のなせ るもの なのかを検
討 してお く必要 がある。1',,
1960年お よび1970年代にかけて、ア メ リカで は、少 年司法 のみな らず 、刑事司法制度の改革 も行政、立
法 、司法の全分野 にわた った。その象徴 的報告書が 「自由社 会にお ける犯罪 の挑 戦」(TheChallenge
ofCrimeinaFreeSociety,i972)であ る。それ を具体化 した少年版 が、後述す る 「少年 司法 および非
行 防止法](JuvenileJusticeandDelinquencyPreventionAct、1974.)であ る といって もよい。む ろ
ん、一連の改革が少 年司法 に とって もマ イナ ス面だけで なかった ことは 、た とえば弁護人選任権 の確 立な
どの例 を指摘す るまで もない。ただ し少 年司法改 革の真のね らいは、あま りに も広げす ぎた少 年非行の範
囲 を見直す ことに あった。 その 副産物 と して 生 まれ た もの が、 第一 に 、.刑事 犯罪 を犯 した少年 とぐ犯
少 年(statusoffenses)の扱 いに区別 を設 けるこ とで ある。そ して軽微 な犯罪 は施設 内プ ログ ラムに よ
るのではな く、地域社 会内で扱 うとい う変革で ある。
このこ とに よ り少年 たちは、よ り徹 底的な処遇 と監督 を受 ける ことがで き、効果的 プ ログラムに浴す
るこ とがで きる。 しか し、このこ とは、同時 に施設 内処遇の対象者 は、いわゆ る犯罪 を犯 し、とくに暴力
的犯罪 を犯 した者 への処遇 に集 中す る こ とにな り、保護 よ りも刑 罰の色彩が強化 された傾 向があ る。
オrリ ン(LloydOhlin)は、少 年司法制度 が直面す る"政 策課題"に つい て、次 のよ うに述べてい
る(6)。
(1)われ われの 社会における若 者への孤 立化 と疎外感 の増幅 とい う傾 向が、若 者 を低 賃金 の仕事 にお い
や り、 ギャング暴 力、 ドラッグやアル コール乱用 に向か わせ た。
(2)地域社 会での犯罪防止は、その処遇 が、排他 的な施設 内処遇 よ り優 先す るのは、それ が地域社会 に
根づ いた ものでな くて はな らない。
(3}・犯罪抑 制の責任 は、連邦、州、地 方で分担 しな けれ ばな らないが、州お よび地 方 自治体は、 あま り
に も問題 処理の解決 と手段 を連邦政府 に依存 しす ぎた。問題 の解決 策は、できるか ぎ り地域社会 資源 に
密着 した もので あるべ きで ある。 、
(4)問題 は雇用 と教 育にある。 ティ ー ンエイ ジャーや若者 の人 口減少傾 向は、 これ らの グル ープの伝統
的 な高い失業率 に貢献 する可能性 があ る。
(5)非行 を含 めての若者 への一般 的政策 は、法 に違反 す る若者 を社会問 題か ら疎外す るので はな く、包
括的で広い視野 を基盤 と して向け られ なくてはな らない。
これ らの基本政 策は、それ 自体 が1970年代か らは じまった司法改革 の路線 にそ うもので ある。しか し
同時 に とくに 目あた ら しい ものでは な く、地味 に どの時代 におい て も実現に向 け られ なけれ ばな らない
指針で もあ る。
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ll連邦政府少年司法改革
⑱
連 邦議会は、1974年に 「少年司法お よび 少年非行防止法」(JuvenileJustice.andDelinquencyPre
ventionAct、1974)を制定 した(1977年、80年、84年、88年、92年お よび95年に部分改正)(1)。 同
法の特 質は、①家 出を含 む ぐ犯 を非行対 象か らはずす(2)。 ② 非行 あ る者 と して告発 された少 年は、成
人を収 容す る施設 に収 容す ること、あるい は成 人 と接 触す るこ とがあっては な らない、③地域社会 を基盤
とす る処遇プ ログラムの推 進 とダイ ヴァー ジ ョンの強化 、等 を骨子 とす る もので ある。そ して、これ らの
総括的 計画 ・実施 を州 お よび地方 の管轄 の権限 とした。ところが同法制定後 において、とくに1980年代に
なって、少年 によ る凶悪犯が増加 し、制裁 の 廿さが指摘 され るにお よび、多 くの州では刑罰強化 を 目指す
もの とな った。た とえば若干 の州 では、一定の犯罪は少年 司法か ら除外 し、成 人刑事裁判所へ 自動的に送
致で きるもの と した(45州)(3)。 また検察官が 一定の犯罪に関 して は、直接刑事裁判所 に起 訴で きる
もの とした。
1990年代 は、少 年犯罪 に対 し厳 しい州立法 を制定す る勢いが さらに高ま った。.これ らの法で は、刑 事裁
判所手続 きで成 人施 設 に少年 を収容 可能 に してい る。さらに少年 司法過 程に被 害者 の権利 の強化を図 る立
法が な され た(22州)。 これ らの少 年法典 には、 「司法回復」(restorativejustice)とい う用語、つ
ま り犯罪者 が被 害者 と地域 社会 に与えた損 害 を弁 済 し、自 らの犯罪行為 につい ての責任 を受 け入れ ること
の用語 を少年法のなか に取 り入れ るに至 った。具体的 には、①犯罪行為 に相 当す る責任を少 年に負わせ る、
②効果 的抑 止力 を設定す る、③犯罪 か ら社会 を防御 す る、④犯罪者 、被 害者お よび地 域社会のバ ランス、
⑤犯罪 の重 さに見合 った刑罰 を科 す こと、 にある。'1
1992年か ら97年にか けて特 定の暴 力犯や重大犯 に対 し、少年裁 判所 が少年 または成 人矯IE施設のいずれ
かへ収容で きる、あ るい は少年、成 人施設 の両者 に収 容 できる よ う法改正 した州 があ る(前者 にニュー メ
キシ コ州、後者 に コネチカ ッ ト、カンザス、 ミネ ソタ、モ ンタナ州 があ る)。 また刑 事裁 判所 が少年 また
は成 人施設へ、あ るい はそ のいずれ に も送致決 定がで きるとす る法 を有す る州 もある(前 者に カ リフォル
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ニヤ、コロラ}ド 、フロ リダ、アイダホ、 ミシガ ン、オ クラホマ、バー ジニア、 ウエス ト・バー ジニア州
等 、後者 にアー かンサス、ア イオ ワ、 ミシシ ッピー 、バー ジニア州等)。 ・
これ らの法改正 に原 動力 となったのは、ケン ト(Kent、1966)、ゴール ト(Gault、1967)、ウイ ンシ ッ
プ(Winship、1970)およびマ ッキイバ ァー(McKeiver、1971)等の最高裁判決で ある。一
その後の影響
過去20数年 にわた.り、連 邦政府の少年 司法 に対す る態度 は、概 してい えば74年 法 とともに 「古典的反
動」の歴史 であった。 しか し一方 では、1974年法の施行 と同時 に、全米法曹 協会(ABA)をも巻 き込 んで、
少年犯罪者 の法的 権利 の確 立 と同時に、少年処遇 に携 わ る関係者 の再訓練、そ の他 の法的サー ビスの充
実 ・確保 に努力 が 向け られ た。それ を総括 した 「ACallforJustice」も出版 され 、連邦政府 の犯罪 お よ
び犯罪 者に対す る執拗 さを見せつ けてきた(gettough)。
しか し、た とえば刑 事裁判 所 に特定の少年事件 を移 送す る ことが、その後の25年間 において州 にどの よ
うな影響 を与えた か。その 一つであ るフ ロリダ州 における調査 では、少年犯罪の抑止効果 はま った くな く、
社会 治安を強化す るに何の利益 も生 じなか った と報 告す る結果 とな った(4)。 そ こで、これ らの資料 を
もとに立法機関(JuvenileAdvisoryBoard)に対 し新 たな検討 を求めてい る。 また 「司法回復 」'に関 し
ては、加 害者 と被 害者 が、 ともに少 年裁 判の関係者 くclients)として関与すべ きで ある との勧告に も と
ず き、 プロベー シ ョンに改革 を求 め るに至 ってい る。 これ らは 「司法の調和 と回復」(BalancedandRe
storativeJustice、BARJ)プロジェ ク ト(FloridaAtla'nticUniversity)の勧告 に もとず くもので、す
でに多 くの州 でそのモデルを採 用 し、 また採用が検討 され ている。,
(D同 法 は、連邦少 年裁判所の保護お よび処遇 に適用す る よ う求める もの としている。 もともと同法
は、法形式 を とった もの ではな く、改革 ・実施 計画の性 格 を有する ものであ る。
(2)非行少年収容施 設へ の収容 は さけたが、州 の家 出少年 のための避 難施設(shelterfacilitieS)
へ の収容 に代え た もの であ る。
(3)刑事裁判所 送致がで きる年齢制限 に関 しては、全体の47州の うち、 とくに制限の ないのが18州あ
るが、14歳以 上の州が19州あ り、13歳が6州 、12歳が2州 、IO歳が2州 等 となつて いる。 ただ し重
大犯罪 に限定 してい る州 、殺 人、麻薬事件に限定 してい る州な どがあ り、年 齢だけで判断で きない。
(4)DepartmentcriminalJusticeofCentralFlorida、Juveni19Justice、Vol・rV・No・1・May19
98.P、7.
皿 ワシン トン州における少年司法改革
この数年 らい、ア メ リカの多 くの州において、少年 司法改 革の名 のもの とで、新 しい少年法の制定に乗
りだ してい る。それ らの概 要 については 上述 した。そ こで、その一つのモデル とされ ている ワシン トン州
にお ける少年 司法改革 の経緯 を分析 してお く。
1977年、 ワ.シン トン州 立法府 は、'少年裁 判法の革新 的改革案 を制定 した(1981年に修 正 され てい る)6
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;そこでは明 らか に少 年裁判制度のパ レンス ・バ ト.リエ思 想を放 棄 じ∵公 平(jUstice)原理 を採用 した。
本 法では 、定期刑 、 ぐ犯(statusroffbnses).の放棄 、少年へのデ ュー ・プ ロセス権の導入 お よび処遇 よ
り も責任 に重 きをお く形 式 主義へ の転換 等の規定 を定 めてい る。その点 では1単 な る現 実的改正 とい うよ
り完全な新少年裁判 所法典 である。ただ しこの傾 向は、全米にお ける少 年司法政 策のむ しろ共通 した原理
とさえ なってい る。 しか し、この よ うな少 年 司法改 革へのアプ ロー チの結 果 と して、早 くも少年 司法の 目
的 およ び実務 の役割 に関 し混乱が 生 じっ つ ある。・ ド_"㌦.・,～
ワシン'トン州1一お ける改 革は、こ うした少年 法典の急激 で包括 的な変動 に よる混 乱を避 ける試 み も意 図
す る ものである と指摘 され てい る(,1)。tt"tl・Tt:t・'{
新法 の背景'バ"パ'
1本法 は1981年にす でに修正 され てお り、新法 とい うには、'こんにちで は、す でに必ず しもふ さわ しく
.はないが、1960年代の変革 の影 響 を受 けた典型 的な立法例 としてミその 内容 と問題 点を検証す る に格好 の
法 であ る とい えるdl970年代は じめか らの、ワシン トン州 におけ る強力 な少年 司法改革へ の圧 力 に も拘 わ
らず 、'ワシン トン州 では 、1977年までは他の州 と同 じく、少 年裁判所 の非形式 主義 、 自由裁量権 、'不定期
刑 、少年 を援助 し、更生 に焦点 をお き、犯罪行為が な くとも問題 ある少 年 に援助 を加 える少年裁判所 の 司
法 機能 とい,った、い わゆ るパ レンス ・バ トリエ思想 と実務 を有効 な もの と して対応 して きた。 ところが ワ
シン ト1ン州議 会 とそ れ を支持す る諸団体、・アメ リカ市 民連合(AvfieiiicanCivilUnion)や警察 、検察、・被
害者支援 グル ープ らの種 々の連 合体が強力 な改 革要求 を展開 した。その結果 として1977に新法典 が成 立 し
たCし か し新 法典の うち、とくに ぐ犯規 定 に関 し論争 が出て、新 法典 は1978年7月まで発効 が遅れ た。こ
のこ とで新法典 は全面再 検討の危険 に さらされ たが、知事が そのための特別 議会 を開かな かったの で、1
978年に問題 をもちつ っ も発 効 した。'『.一'1
1981年少年裁判所法
1977年ワシン⇔ 州少年裁判所法を改正 した、81年少年裁判所は、パ レンス ・バ トリエ思想を放棄 し、古
典的な 「正義モデル」(justicemodel)を採用 した旧法を継承 している。つまり責任1刑罰、監督 とい
う言葉で代表す る制度に少年裁判を塗 り替えたものである。具体定には、年齢お よび犯罪に見合 った刑罰
を科す ことによって社会を防衛 し、本人に責任を負わせるものである。従来の少年法に見られた 「少年の
最大の利益」とか更生 とい う言葉はどこにもない。少年審判過程の形式化およびデュー ・プロセス権をひ
ろく少年に認めるのは、裁判に統一、公平、平等を確保するための手段である(2)」少年に責任を負わ
せ るだけではなく、少年裁判所 も責任を負 うものである。裁判過程を通 じての審判の直接の印象か ら離れ、
書面 と再検討による司法判断を優先す る。さらにvなん らかの犯罪を犯 しているのでなければ、'その少年
を罰するのではなく、.司法判断 として、かれ らの自由を拘束 し、三あるいは自ら選択する場合 を除いで、プ
ログラムの関与を強制するものではない。新法典においては 「ぐ犯」は少年裁判の判断か ら排除 された。
1977年法はkアメリカにおいて1960年代後 手において1どの州の少年裁判所でも生 じた歴史的判断(一ゴー
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ル ト判決や ケ ン ト判 決 を指す)で の ∫異常で 革新 的 変動ポの影響 を もろに受 け、.それ を追従 した もので あ
1ると指 摘 され てい る(3)・。・事 実、・頂 生]と か ・「少 年の利益」 とい う言葉 は、 「責任jど か 「処罰」 と
い う言葉 に代 えちれて い るこ どが これ を証明 してい る。.二 ・..・.・.当 、一,‥
これ を現実 の量刑 について み る と＼か つて は武 器 所 持 に よる強 盗や 殺 人 につい て もく平均7か 月 半 の
短期施設 収容 であ り長 期で も15か月 であ っ,た。 これ はJddicia1,Adthinistrat・iofi/AmericanBartAssodia-
ti6nやIJA/ABAStandardsに沿 った もので あ り、.ワシ ン トン州特 有の もの ではな い。とくにIJA/ABA標準法
では不 定期刑 を前提 としてい るが 、事 実上 は、その上 限 と下限 が密 着 し定期刑化 していた。
これ に対 レ 新 法で は暴 力 を伴 う重大犯 罪 とその他の犯罪 を分類 し、量刑 を固定化 す るもの としてい る。
さらに裁 判官 はご異常 で ・[社会に とづて明 白な危 険∫犯罪にっ いて は量刑 指針を越 えて付加 的刑 を科す こ
とがで きる.もの どじた(4)。 それ に は量刑 基準か ら逸脱す る理 由を書 面で提出 しな ければ な らない し、
'この種 の 量刑 に は控 訴権 があ るゴ しか し
、ワシン トンの量刑 基準 は、全 体 として ジャステイ入 ・モ デル に
忠実な ものであ るとい われ てい る.(5)占 、:t-■1ミ1…'一 一;
、,1981年法 の他 の特 色 は、イ ンテー ク と審 判 前処 理 に量刑 基準 と同様、形 式性 と均衡 を取 り入れ た ことに
ある。1978年以 前 にお いてはgイ ンテー ク と審 判前処理 はプ ロベ ー シ ョン ・オ フィサ ー一の専権 事項 であ り、
1非法律的 処理(例:少 年の要請)を 基盤 と し、非形 式的判断が通 常 であった。・1981年法 におい てはく裁判
過程 を前提 とす る量刑標 準法 に よ り検 察官 が振 り分 け をす る形式的審 判前処理 を導 入 した。理論的 には;
ひ とたび基準 に適 合 してい る と判断 したな ら、少年 の事情や特別 な状況 とは無関係 に検 察官は、事件 を と
.りあげ る要請 をだす こ とが で きる。なお近 年 では;多 くの州 が重大 な少年犯罪 は成 人裁判所 へ移 送す る規
定を有効 に してい る61981法は一定 の犯罪 を犯 した16歳～17歳の少 年について は、移送決 定がで きる もの
としてい る。t.1
新法の問題点と影響
新法の問題点の第 一にあげるべき課題は、いわゆるダイバージ ョンに対 しいかなる整合性を有 している
かである。1978年以前は、他の州 と同 じくワシン トン州 においても裁判所のインテークの段階で非形式的
に事件を処理することがご般的であった。伝統的には、検察官の関与以前に少年プロベーション ・オフィ
サーが非形式的に処理 していた。結果的にほとんど少年裁判所係属の半分の事件が非公式に不処分とされ
てきた。."く ・.'、 ∵.一..、 、… 一
これに対 し1977年法においては、伝統的なダイバージョンを排除 し、公式ダイバージ ョンを採用するに
いたった6基本には、本人に責任を意識 させるとい う・ごとは、単に汚名 を科すとい うことより価値がある
とするにある。公的手段により水入に責任をもたせることはミかれ らに汚名を着せる ことにならない、と
の判断がある。1977年法は、第「に、とき として偶然に制裁 を受 けるとい う非形式的処理を改め、す
べての少年を法が制定 してい るガイ ドラインにもとづ き形式的処理 に委 ねるもの どした。第二に＼精
神的治療や気分転換 を要す る若者(divert6dyouth)にっいては∴地域社会での奉仕で置き換 える・こ
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とに力を注 ぐとしてい る。モデル としては、地域社会奉仕労働や賠償 を通 じて犯罪 に対す る蹟罪 をす
ることである。ig83年法では少年に100ドルまで罰金を科すことができるものとした。第三に、裁判所職
員 よりも地域社会のボランティアーに依存 したプログラムの促進を奨励す るものとしている。
これまで概観 したように、ワシン トン州 においては、"ジャスティス"をモデル とする少年裁判所への
劇的ともいえる変革を実行 したのであるが、それだけに批判 も強烈なものがある。
その第一は、い うまでもなく少年裁判所の基本理念であるパ レンス ・バ トリエを放棄 し、伝統的な成人
刑事裁判所にいっそ う接近したことに対 してである。デ ュー ・プロセス権の強調は、少年裁判所の原理で
あるパ レンス ・バ トリエよりも統… と均衡 を強調することになり、少年はより刑罰的に処理 され る。第二
に、実質的には、"ジ ャステイズ'原 理を基本としなが らも、支持者、反対論者の両論を間に合わせたも
のであるとの批判である。た とえば 「ぐ犯」は、もはや少年裁判所のコン トロール外のもの とされたが、
それ らを含む軽微犯罪の多くは、ダイバージ ョンの名 目とは裏腹に、地域社会への責任 をもたせ るとの理
由で、施設へ送致す る警告付きで家庭に送 り返 してお り、実態はなん ら変わっていない。
とくに、少年法の理念に刑罰を導入す るとする改 正立法においても、一方では、非行少年の性別、年齢
な らびに家出な どのぐ犯性 といった種々の要因が、いぜんとして少年司法の処遇決定過程において重要な
要素をな している。それ らが結果的には、保護 よりも少年 を 「傷つける」ことを基盤 とする少年審判にお
いて、差別 と不適切な処遇要素となって耐えられないもの として残存 している。多 くの少年はご 「あって
はならない」とす る形式的標準のもとで施設に収容 される。これ らの少年は、ほん らい非形式主義っま り
司法における裁判官の個人的役割を許す過程 としての要素であるはずである。加えて、決定的な欠陥は、
少年非行への"ジ ャス ト・デザー ト"の採用が、少年非行減少を示唆する証拠がない ことである。
こうした批判に対 しては、 ワシン トン州少年司法改革の司法モデルの 目的は、単に部分的な完成度で
あるとの弁明がある。とくに 「ぐ犯」に対する、地域社会でのダイバージョン ・プログラムお よびボラン
ティアー ・サー ビス組織が未だ不十分であるとす る。しか し、これ らの欠陥は、モデル内の物理的欠陥と
い うよ り、財政的貧弱時において組織的変革の拡大 を導入 した とい う、いわば当初か ら予想 されたもので
ある。そ して何よりも処遇決定過程において総体的自由裁量権を剥奪 し、形式的標準を導入 したたことは、
不公平とおそ らく差別的処遇決定を排除できない とい う欠陥を根本的に残存 させたことである。
かくして1977年法 とその後の改正法に対 しても、だれ一人として積極的に評価す る者はいない(6)。
しか し、この問題は、単にワシン トン州だけのものではない。他の州はもとよりアメリカ全般の少年司法
問題 に同様の課題を提起 してい る。かか る観点から、次に連邦政府による改正の全容を検討す る。
(1)THOMASC.CASSTELLANO;TheJusticeModelintheJuvenileJusticeSystem:Washington
State'sExperience、LAW&POI、ISY、Vol.8No.4,0ctober!986.P.479.'
(2)SKES,T.M.(1982)"EvaluationoftheCo㎜unityCorrectionPilotProject、"
Plimpia:WashingtonStateDepatme'ntofSocialandHealthServices.
(3)SCHNEIDER、A.andD.'SCI{RA、1、"Excut三veSummary　,VolumeXofAnassessmGnビof
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juvenileJusticeSystemReforminWashingtonState.InstituteofPolicyAtalysis.
(4)新 法 典 で はf社 会 に と って 明 白な 危 険jを 定 義 して い る わ け で は な い が 、量 刑 裁 判 官 が 考 慮 す べ き
軽 減 事 由 お よび 加 重 事 由 の リス トを列 挙 して い る(THOMASC.CASTELLAO、op.cit.p.502)。
(5)SCHNEIDER,A.andD.SCHRAM,oP.cit.P.7.
(6)THOMASC.CASTELLANO、op.cit.p.501～502.
]Vパ レンス ・バ トリエ とデュ ー ・プ ロセス
ケン ト(Kentv.UnitedStates,1966)およびスシヤール(Schallv.Martin、1984)判決を除いて、
合衆国裁判所は、た しかに少年裁判所への成人裁判所のデユー ・プ ロセス権拡大 を意図する判決を下 した
のであるが、保護思想への幻滅を指摘 しなが らも少年裁判所の理念を放棄 しょうとする証拠はどこにもな
い(1)。 マ ッキー ヴ7-]事件でバ リ]・ブラックマ ン(HarryBlackman)はf刑事裁判所制度の形式性
が少年裁判所に完壁に導入 されるな ら、少年裁判所 と刑事裁判所 を区分する必要はな くなる:おそらく少
年裁判所への決定的な幻滅が、いつかは近い将来 くるだろ うが、それに しても、その瞬間までわれわれは
それ を促進する気にはならない」と述べている(McKeiverv.PennsylΨania,at538)。いずれに しても
少年裁判所が成人裁判所の模写 となることを意味す るものでない ことだけは間違いない(2)。$
とはいえ、全体 としては、各州の裁判所において、 「少年の最大の利益」とい う観点か ら手を引 く傾向
がある。1980年以後において10の州においては、少年裁判所の理念としての少年保護 と少年の最大利益を
除去 し、社会の治安の維持、刑罰 と責任をとい う役割 を強調す る目的規定を定めている.(3)。また三分
の一の州で犯罪行為に対する最低量刑基準や、施設収容基準、、釈放決定時基準等を新 しく採用 している。
これ らめ 「ジャス ト・デザー ト」モデルは、制裁適用の適正要求か ら＼少年の最大の利 益を図る裁判所の
自由裁量権を狭めるものであることはい うまでもない。そ して、これ らの変革が、これまでの非行少年処
理の効果 に関す る幻滅を背景に して強行 されたことは、まぎれもない事実である。しか し、こうした動き
が、ただちに裁判所お よび矯正機 関において、パ レンス ・バ トリエの理念により賢明かつ善意をもって対
処す るものであるとする信念を中核 とす る、基本的少年法理念を放棄 した ものでないこともい うまでもな
い。こめ現時点での少年法改革のコア ともい うべ き論点は、一 口でいえばパ レンス ・バ トリエ とデユー ・
プロセスをどうのように調和す るかにある。":・
ところで、この点に関 し、さらにアメ リカの現実を理解する うえで 日本 との関係で留意 しておかなけれ
ばな らないのは、アメリカでは基本的には、少年司法判断は少年の施設収容はも・とよりこ具体的な処遇内
容にいたるまで裁判所の権限が及ぶ。これに対 し日本では裁判所は単に施設収容決定かせいぜいその種類
の選定のみであって、それ以上におよばない ことである(むろん本質理念 としては異なるところはないの
であるが)。、この点の功罪は改めて論 じなければな らないが、パ レンス ・バ トリエとデユー ・プロセスの
問題1・'iとくにその調和の問題は、い きおい少年のその後の処遇問題 と直結するものであbて 、その関係が
両国においてかな り相違する点を無視 して論ずることはできない。こうした状況を踏まえ、いわば一定の
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条件 付 きで調和点 を検討す る。・'一 ∵_,,一.ド ・.、.・・:,__.,い ….・.《.,,`
,その第 ÷ はぐい うまで・もな く歴 史的 に少 年裁判 は 、'少年の最大 の利 益を 追求するも の と.しでパ レンス ・
バ トリエ の も・とで代理 の."父親""として の役割 を果 た して きたポ しか し、、いわ ば機 関(裁 判所)が そ の役
割 を果た す こ とがで き る ものか ど うか に疑 問が でて きた。も しで きない とす れば ＼成 人裁 判所 にお けるデ
ュー ・プ ロセ ス の権利 を認 め ざるを得 ない。さ らに少年裁 判所 が少 年の最 大の利 益 を擁 護 で きないの で あ
れ ば、少 年裁判 所 を放 棄せ ざるを得 ない。 こ うした否 定的論理 をい かに克 服す るか が課題 で ある。
それ を克服す る課題 は、 当然 なが ら目あた.らしも のでは な くミ少〔年 を受 け入れ る体勢 の再構 築で あ る。
これ には、施 設 内処遇 と社会 内処遇 の連携 、ない しは 中間処遇 と しての プ ロベー シ ョン、地域 社会サ ー ビ
ス等 があ るi:され に施 設 に収 容 しなけれ ばな らない若 者 であれ ば、そ の者 に人道的 更生処 遇 が どこまで可
能 か にかが ρてい る。 ・∴ ・.・ ∴ 『 、,';、.,
`第二は;:一,九八 九年 一一・r月二 〇口に国連が採択 した 「児童 の権利 に関す る条約」(Conveptioriohthe
{Rights6f、'・the:Cliild)Lとの関係 で ある。同条 約の源 泉は'一・九五 九年 一領ー i月:1二〇 日、国連採 択 にかか わ る
1「児童 の権 利宣言 」(DeclarationoftheRightsof. be,Child)を条約 と して認 知 した もので あ,るが、
権 利条約 の採択 に至 るまで には 、その基本 理念 に関 し、,唱「補 充的保 護」 と ∫国家的 保護 」 との対 立が あつ
た(4)。 ・前 者 は、法 の介入 は 「緊急か つや む を得 ない場 合」,に補 充的 に行 われ るべ き.どし、後者 は、,補
充性 を踏 み越 え、 「子 ど もの権 利保障 」の名 の ものでの国家 の法 的関 与 と介 入が実効 性 と拘 束力 を も とも
の ・として、子 どもに あまね くお よんで こそ保護 は意味 が ある とす る、'もの であ る。・そ して 主 と して前者 に
ついて はア メ リカが 、後 者 につ いては ドイツ、スイスお よび ポー ラ ン ドが これ を理念 とす る との対立 とな った。
と くにポー ラ ン ドは、国家 保護 の立場 は、 「子 どもの権利 宣言 」を、単 な る道徳的 義 務 であ っては な らな
い とし、 一九七 八年 に 「児 童 の権利 に関す る条約 案」 とその取扱 いにっ いて の 「決議 案 」を提 出 した。
1'とこ ろがア刈 力にお い ては、r－九七 〇年代 か らの上述 のケ ン ト判決 をは じめ とす る少 年裁 判所改 革 が急 速
に進展 し、従 来 の保護 主義 を批判す る 「子 ど もの 自立」(autonomy)、「小 さな大人jの 立場 が強調 され
るに至 った(「 補 充的 保護 」)パ.、.'、 ・、,.
`こ れ を 「児童 の権利 条約 」かの 市民的 自由条項 といわれ る第一 二条 ～一六 条 につい て検 討 してみ る と
、,た
とえばsい'.・-t、 ・:`一,'・.〆'_.
「児 童の権利 条約 」は、 この 「補充的機能 」 と 「国家的保護 」の理念 を併 せ もつ もの と して登場 した老
もい われ る。 しか し、これ を 「子 どもは もっぱ ら未成熟 な存在 で あ り、・保護者 の絶 対的庇 護 の も とにあ る
とい う考 え方 で子 どもに接 す るの と.(国家的 保護)'、子 どもも大 人 と同様 に人 と じて の権利 の主 体であ り、
自己決 定 を しなが ら人格 を形成 してい く存 在で あ り、その成 長発 達 を援 助す るのが保 護 者の責 任 であ ると
いう考 え方(補 充的 保護ぶ で子 どもに接す るの とではsき わ めて大 きな違 い があ るとい うべ きです」(澤
登 俊雄 ・少 年法 、中央公 論新書 一七→～ ・≒七二 頁;・括弧 内 は筆者 加筆)一とだ け述 べ、そ の 後に何 の註 釈 も
してい ないので は意 味 をな さない。国 家的保護 と補 充 的保護 を児童 の権利 条約 におい て どの よ うに位 置 づ
け るか にあ る。それ は別 の表現 を借 り江 ば 「子 どもの最 大の利 益 」・を権利 条約 におい てど の よ うに位 置づ
'けるか に ある。1・ ∵t、 ご::'・∵ パ'、,・'rt∵ ㍉ 二 、'…,、li、:㍉・.、、ld;'11,
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,、筆者 は 、いわば こめ対立 す る理 念 を、ヂい たず らに調 和す る ことで 言葉 の つ じつま を合 わせ る こ とに意義
を認 め ない。児童の 権利宣 言の理 念か らす るな らば、国 家的保護 が 基本理 念 である こ とは 、'こん にちにお
い て も変 わ りない。・ただ しその理 念 も現 実 にお いては必ず しも実務 におい て充足 してい なか ⇔た ところか
らミ少 年法 の現 実に おいては権利 の侵 害 とい う結果 が生 じた ことか ら、ア メ リカ におい ては少年裁 判 にお
け る形 式的権利 の要 求 が求め られた ので ある。つ ま り個 々具体的 場にお いて国家的保 護 が充足 しない場 に
あっては 、そ れ を補 充す る 「補 充的保護 」が 働 くべ きで あ 隙 保 護的保護 がついね に国 家的保護 と並列 し
て あ るもので あって はな らない と考 え る二.,….一 い 、.
この よ.うな 「児童 の権利 条約 ゴめ位 置づ けか ら少年 法の、あるべ一き理念 を考察 してみ る ともア メ リカに
お ける少 年裁判 にお ける厳 罰化 および適 正保護 強化はミ児 童の権 利 条約の理 念 とは相 入れ る もので ない こ
とが結論 づ け られ なけれ ば な らないばこの よ うな背 景が あってかア メ リカは現 に 「児童の権 利条約 ∫を批
准 してい ない。そ の こと自体 がア メ リカの少 年法 の今 日的位置 づけ を特 色づ けて い る。:.・ …
も とよ り、ア メ リカ と一 口で い って も、少 年法 自体 も多様 で あ る。各州 は もとよ り州 内の カ ウシ テ ィー
に よって も少 年法 制 は異 な る。それだ けの少 年法 を 「児童の権利 条約〕の理念 に整 合性 を持たせ るこ と自
体 が不可能 に近いdし か し 「児 童 の権利条約 」は保留 条項も あ り(5:1条)ミ 必ず しも絶対的 な ものでは
な い。早晩 ア メ リカ も批 准す るはず で ある。だ とす るな らば、こん に ちの アメ リカ の少 年裁判 所 の方 向は 、
この権利 条約 の精 神 に沿 ろた もの とな らざ る を得 ない ことは、い うまで もない。
(1)筆者 は ゴール ト判決(1967年)が出た直後か ら、 この問題 に関心 を寄せ てきた。筆者 の ゴtrル
ト判 決に対す る÷ つの 関心は 、ゴール ト判決 が少 年裁判所 の あ り方 に与 えた影響 は、単な る刑 事裁
判所 にお け るデ ユー ・プ ロセス を少 年裁判所 に導入 し、形式 主義 を復 活す るこ とを意 味す る もので
'はな く
、'伝統的 な少 年法 の理念 であ る保護 主義 を堅持 しっつ も、少年 の法的 権利お よび保護機 能 を
いか に維 持す るか にあ るか、とい う点 にある(詳 細につ いて は、菊 田幸 一著 「少 年法 の動態 」19
71年 、参照)。tt'一'、 ・
(2)、J.Dean.Lewiざ、AhEvolvingJuveni]eCourt、:juvenileJusti6e,voLVI●No:.2・P・5・・:二L
(3),'・Giiant'R,Gri'sson,rDispositionalAuthority.andtheF1」tureoftheJuveniIeJusticeSys
・tem、Juvbnile'&-FamilyCourt・Jourhal{1991vol・42・no・'4・・P 27…・'"tL
(4)森 田明 「児 童の権利 条約 の歴史 的背景一 〈保 護か ら自立への意 味〉」石川 稔 ・森 田鯛網 「児童
権 利 条約v-・:一その 内容 ・課 題 と対応 」.1995年、P:4～1!9_',・'t・::.';
V21世 紀 の 少 年 司 法.∴ ・;・t-'一 ・1..・ ・:≡ …
・,.ド乏..1:・、,・,・.,り;1.,"!':・t・ ・tl・'・ ・』 ・弓,一.・':1・{・t'■ ■ ・'・
シ カ ゴ に お い て1899年 に 最 初 の 少 年 裁 判 所 が 生 ま れ て い ら い;ち:Xう ど100年 が 過 ぎ た ゴ ア メッ カ 合 衆
国 司 法 省L少 年 司 法 お よ び 少 年 非 行 防 止 局(OfficeofJuvenileJusticeandDelinquencyPrevention)
は 、1999年 報 の 巻 頭 言 に お い て 、 概 略 次 の よ う に 述 べ て い る 。 「ち ょ う ど100年 前 の1899年 に シ カ ゴ で 少
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年裁判所が開設 されてい らい、少年司法の関心はも犯罪 よりも少年犯罪者 に向け られてきた。少 年裁判所
は、少年を成人とは異なる展開におかれるとい う原理を基本 としている。この原理に もとずき必要な とき
には更生および施設内収容おも含む適切な制裁 を施すのが、少年裁判所である。その後の進展過程 におい
て、とくに近年においては、特定の少年事件を成人刑事裁判所へ送致する傾向がある。た しかに少年司法
制度は、ある部分において改善 される必要があることはい うまでもないが、われわれは、少年裁判所の発
足時の理念に向けて、われわれの努力を継続す る強い意図のあることを確認す る」(1)。
この宣言は、1985年8月に国連が制定 した 「少年司法模範法典」(UnitedNationsM。delCodeon
JuvenileJusticeSや、1884年6月に、 「全米少年 ・家庭裁判所判事協議会j(NationalCouncilof
JuvenileandFamilyCourtJvdge、NCJFCJ)が承認 した38勧告を追認す るものである。 この勧告は・ア
メリカの少年裁判所発足iOO年を記念 して、NCJFCJが少年裁判所の来るべき世紀に向けての方針 を示 した
ものである。 ・
具体的には(2)、
①少年司法の個別処遇アプ ローチ を堅持す る。…
②常習犯 を含む、重大少年犯罪者も、可能な限 り、刑罰によるの ではなく、回復に焦点を合わせ、特定
プログラム、および特定施設資源 を利用するもの として、少年裁判所内に留める。
③少年裁判所の処分は、犯罪 に整合 した刑罰よ りも、回復に初期の焦点を合わせた 目的のもとでの、柔
軟性ある判断を優先する。それには、事件処理 に当たっては、処理 ガイ ドラインを基盤 とする 「裁判官の
自由な裁 量jが 尊重されなければな らない。
④少年裁判所判事は、少年の現在の罪責、過去の裁判記録 、年齢および精神状態か ら、裁判所が関与す
る義務がない状況下においては、管轄を放棄す ることができる。
⑤関係機関は、少 年犯罪の原因究明と対処手段について、引き続き政策決定 と改善、調査を継続する。
同勧告は、これ らを実のあるもの とするため、少年および家庭裁判所は、非行防止機能を含む、少年お
よび、その家庭への法的関与 とい う広範囲の管轄を、いぜん として有すべきであること、少年は、犯罪お
よび微罪行為、虐待または放任行為を含む少年裁判所事件において、効果的で十分な報酬をもったカウン
セルへの権利を放棄す るものではないこと、少年および家庭裁判所 は、扶養{放 任、虐待および非行の少
年 とその家庭への援助 のためのプ ログラムのい くつかを継続 して維持することを勧告す る、としている。
(1)U.SDepartmentofJusticfe,Officeof]usticeProgams,OfficeofJuvenileJustice
andDelinquencyPrevention,1999NATIONALREPRORTSERIES,JuvenileJusticeBulletin,
Sh。yBil。hikAd。i。i。t。。t。r,Decemb・re1999.i・ … ∵ ∵ ∴ 』'
(2)DianeC.DwyerandRogerB.McNally,juvenileJustice:Reform,Retain・andReaffirem・
FEDERALPROBATION,September1989.PP.0～51.参 照.'・
、,.、 一・..;}.」'∵ ・L・ ∴'..lJ":.:.,・lt∵t':'
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VIま とめ一 日本における少年法改正の動き
これまでの検討を踏まえ、日本における少年法改正の動きと、その問題点 に触れておかなければならな
い。い うまで もなく、日本における少年法改正の動きを、ある意味で支えている原動力はアメ リカの動き
にあるといえるからである(1)。 その実、日本では、少年法 自体の改正は実現 していない。 しか し保護
処分の多様化など、法の改正を経ないで実質的に実務を改変す る手段が とられてきた(2)。アメ リカに
おいて調査 ・討論を経て変革がなされる当然の方向か らすれば(1974年法の原案作成までには5年 にわた
る調査が実施 された)、日本の法改正によらない実務の実質的改変は、それ 自体が法治主義に背を向ける
ものであることが問題 とされなければな らない。
昨今においては、非行少年の凶悪化、あるいは被害者感情の問題化等を背景 に少年法改正の動きが、あ
らたな展開をしている。その一つが、「少年法の整備等に関する要綱骨子」(1999年1月21日)である(3)。
その要点は、①裁定合議制の導入、②検察官の関与、③観護措置期間の延長、④検察官の抗告権付与、等
である。
この改正要綱が、現行少年法の理念 とは、真 っ向か ら対立するものであることは、多 くの論者により指
摘 されているところである(4)。 本稿の目的は、 「は じめ」にも述べたように、アメ リカの少年法改正
の動 きを追跡することで、n本の少年法改正への示唆 を与えるところにある。その視点か らすれば、すで
に論 じてきたように、アメ リカにおける一連の裁判と各州の動きは、一口で言って、こんにちでは表面上
は失敗であった といってよい。しかしアメリカと日本の最大の相違は、アメリカにおいては、一度ゆれた
スイングが再び戻るだけの多様性があるとい うことである(むろん、現在 もゆれ動いてはいるが)。 さら
にいえば、前記NCJFCJの勧告にも見られるように表面的な激変のなかにおいても、底流においては、少年
裁判所の当初の理念は、む しろ確認こそ され、い ささかも揺るいでいないとい うのが真実である。
これに反 し、日本では、上述のように多数の論議を隠蔽 し、法によらず一定方向に事実上の変革をして
しま うところに特質がある。これは近代法治国家の姿勢ではない。今回の少年法改正における、一連の動
きのなかで特質 とされるのは、こうした少年法改正に向かって、市民が立ち上がった ことにある。この現
象は、これまでの事実上の改変を経験 しているなかで、弁護士や研究者 あるいは一般市民が、その失敗の
徹 を踏まないとする、これまでの経験則が大きく働いているもの と見られる。幸いにして、本稿執筆の段
階では、改正は実現 していない。本稿は、これら少年法改正阻止の運動のための一つの資材を提供できれ
ば幸いである
(1)アメリカにおけるゴール ト判決を契機 として、 日本での少年法改正論議が急速に動 きだ した。
詳細については、菊田幸一一・少年法の動態(成 文堂 ・1971年刊)参 照。
(2)保護処分の多様化の名 目での、短期少年院や短期保護観察の新設あるいは、交通試験観察の縮
小など、これ らは単に通達で改変がなされたものである。
(3)これ らの問題点にっいては、菊田幸一一・少年法概説(第3版)(有 斐閣 ・2000年刊)を 参照さ
れたい。
(4)その代表的なもの として、津田玄児 ・少年法と子 どもの人権(明 石書店 ・1998年刊)参 照。
(きくた こ うい ち)
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